
株主各位

第100回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイトhttps://www.niv.co.jp/に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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連結注記表
継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数 １３社（前連結会計年度 １３社）

台湾日鍛工業股份有限公司、U.S.エンジンバルブコーポレーション、U.S.エンジンバルブ（パートナー
シップ）、PT.フェデラルニッタンインダストリーズ、ニッタンタイランドCo.,Ltd.、広州日鍛汽門有限公
司、NITTAN（BVI）Co.,Ltd.、ニッタン・ユーロ・テック sp.z o.o.、ニッタンベトナムCo.,Ltd.、ニッ
タン・グローバル・テック株式会社、ニッタンインディアテックPvt. Ltd.、株式会社Ｓｈｕｎｅ３６５、
日照日鍛汽門有限公司

（２）非連結子会社の数 ２社
韓国日鍛株式会社 他１社
非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないので連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法を適用した会社

新和精密株式会社 他４社
なお、当連結会計年度より、新たに中国に設立した日照艾斯琵汽車部件有限公司を持分法適用の関連会

社としております。

（２）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称等
持分法を適用していない非連結子会社の数
韓国日鍛株式会社 他１社
持分法を適用していない関連会社
ＳＴＰ株式会社（旧会社名 新和TAKAHASHI PRESS株式会社）
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、連結純損益（持分に見合う額）及び連結利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適
用から除外しました。
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。
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３．連結子会社の事業年度に関する事項
ニッタンインディアテックPvt. Ltd.
連結決算日と同一であります。

台湾日鍛工業股份有限公司、U.S.エンジンバルブコーポレーション、U.S.エンジンバルブ（パートナーシ
ップ）、PT.フェデラルニッタンインダストリーズ、ニッタンタイランドCo.,Ltd.、広州日鍛汽門有限公司、
NITTAN（BVI）Co.,Ltd.、ニッタン・ユーロ・テック sp.z o.o.、ニッタンベトナムCo.,Ltd.、ニッタン・
グローバル・テック株式会社、株式会社Ｓｈｕｎｅ３６５、日照日鍛汽門有限公司
決算日は12月31日であり、連結決算日との差は３ケ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係

る財務諸表を基礎として連結を行っております。
但し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価 は移

動平均法により算定しております。）
市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産…………… 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によっております。

（３）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産…………
（リース資産を除く）

主として定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）
並びに2016年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）
を採用しております。

無形固定資産
（リース資産を除く）
ソフトウェア………… 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用見込可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

リース資産…………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008
年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。
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（４）引当金の計上基準
貸倒引当金………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

賞与引当金………… 従業員に対する賞与の支払に充てるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度
の負担額を計上しております。

役員賞与引当金…… 役員に対する賞与の支払いに充てるため、当連結会計年度の業績等に基づき算定して
おります。

（５）収益及び費用の計上基準
当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社グループは、乗用車・二輪車・トラック・バス・汎用製品等の小型エンジンバルブ、船舶用エンジン
バルブ、自動車用電磁式連続カム位相可変機構、自動車・トラック・農業機械・建設機械・産業機械等の精
密鍛造歯車、オートマチックトランスミッション用部品の製造・販売を主な事業として行っております。こ
のような製品の販売については、顧客が製品の支配を獲得した時点（主に当該製品の引渡時点や船積日等）
で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。なお、国内の販売においては、出荷時から顧
客による検収時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
変動対価が含まれる取引については、過去の経験、最新の情報に基づく最頻値法を用いて見積り、認識し

た収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含めております。
買戻し契約に該当する一部の有償支給取引については、金融取引として棚卸資産を引き続き認識するとと

もに、支給先に残存する支給品の期末棚卸高については金融負債を認識しております。
上記の他、工作機械の製造・販売におけるメンテナンス契約に伴う収益については、履行義務を充足する

につれて一定期間にわたり収益を認識しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね3ヶ月以内に回収し
ており、重大な金融要素は含んでおりません。
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（６）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職金規程のある会社では、従業員の退職給付の支給に備えるため、当連結会計年度における退職給付
債務及び年金資産見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額の期間帰属方法は、給付算定式基準を採用しておりま

す。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により
発生年度より費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年及び15年）によ

る定額法により按分した額を翌連結会計年度から費用処理することとしております。

（７）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段･････金利スワップ取引、及び為替予約取引
ヘッジ対象･････借入金利息、及び外貨建金銭債権又は外貨建予定取引

③ヘッジ方針
借入金の金利の変動リスクを回避する目的で、金利スワップを行っております。
外貨建金銭債権又は外貨建予定取引の為替変動リスクを回避する目的で、為替予約を行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法
金利スワップについては特例処理の要件を満たしており、その判定をもって有効性の評価に代えており

ます。
為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額またはキャッシュ・フロー変動額

を、ヘッジ期間全体にわたり比較し、有効性を評価しております。
（８）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
なお、在外子会社の財務諸表項目は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における非支配株主持分及び為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
これによる主な変更点としては、変動対価が含まれる取引については、販売時に仮価格で収益を認識し、
その後顧客との交渉状況に応じて金額の見直しを行っておりましたが、取引の対価の変動部分の額を見積
り、認識した収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含める方法に変更してお
ります。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連
結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当連結会計年度の売上高は1,800千円減少し、売上原価が3,558千円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ5,358千円減少しております。また、利益剰余金の当期首
残高は313千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算
定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる連結
計算書類への影響はありません。
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会計上の見積りに関する注記
１．稼働中の固定資産に係る減損
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産及び無形固定資産 32,476,879千円（うち、親会社有形固定資産及びソフトウェア
11,327,851千円）

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染拡大の影響が長引いている他、世界的な半導体不

足や部品不足、また原材料価格の高騰等により収益性が低下したことにより、(1)に含まれる親会社全体及
びそこに含まれるいくつかの資産グループについて減損の兆候が認められ、減損損失の認識の判定を行っ
ております。その結果、これらの資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がそれ
ぞれの資産グループの固定資産の帳簿価額を上回ったことから、これによる減損損失は認識しておりませ
ん。
将来キャッシュ・フローは、顧客からの受注情報を基本とした上で、市場における当社の実績に基づく

予測を加味して策定し、取締役会で承認された中期経営計画に基づいて算定しております。
将来キャッシュ・フローの算出に用いる重要な仮定は、中期経営計画に含まれる売上高、営業費用の見

積り、中期経営計画後の成長率です。
これらの仮定が変更された場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があ

ります。
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連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 68,813,813千円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式総数 28,978,860株
２．配当に関する事項
（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年６月25日
株主総会 普通株式 114,980 ４ 2021年

３月31日
2021年
６月28日

2021年10月29日
取締役会 普通株式 144,068 ５ 2021年

９月30日
2021年
12月３日

計
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当金のうち、効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2022年６月24日の定時株主総会の議案として普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しておりま
す。

① 配当金の総額 172,881千円
② １株当たり配当額 ６円
③ 基準日 2022年３月31日
④ 効力発生日 2022年６月27日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入による方
針です。デリバティブは、主として一部の長期借入金の金利変動リスク及び一部の外貨建取引の為替変動
リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと共に、主な取引先
の信用状況を半年ごとに把握する体制としております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、主に業務上の関

係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債（7年均等償還）、長期借入金

（原則として７年以内）は主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リ
スクに晒されております。当該リスクに関しては、一部の長期借入金については、支払金利の変動リスク
を回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ）をヘッジ手
段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満
たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。一部の外貨建取引については、為
替変動リスクを回避するために、個別契約ごとに為替予約をヘッジ手段として利用しております。ヘッジ
の有効性の評価方法については、ヘッジ対象とヘッジ手段につき、相場変動額またはキャッシュ・フロー
変動額をヘッジ期間にわたり比較し、有効性を評価しております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

2022年05月31日 09時34分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 9 ―

２．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次の通りであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 1,621,694千円）は、「そ
の他有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位:千円）
属 性 連結貸借対照表計上額 時価 差額

（１）受取手形及び売掛金 7,448,478 7,448,478 －
（２）投資有価証券

その他有価証券 4,718,453 4,718,453 －
資 産 計 12,166,932 12,166,932 －
（３）支払手形及び買掛金 3,091,726 3,091,726 －
（４）短期借入金 2,116,538 2,116,538 －
（５）社債 306,000 304,247 △1,752
（６）長期借入金 8,472,637 8,460,799 △11,838
負 債 計 13,986,902 13,973,311 △13,591

（７）デリバティブ取引 687 687 －

※社債には１年以内償還の社債（84,000千円）を含んでおります。
※長期借入金には１年以内返済予定の長期借入金（2,883,955 千円）を含んでおります。
※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した
時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（下記「長期借入金」参照）。

受取手形及び売掛金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した

利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

支払手形及び買掛金、並びに短期借入金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日までの期

間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

社債
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利による長期借入金は金利スワッ
プの特例処理の対象とされており（上記「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理され
た元利金の合計額を用いて算定しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 830円 41銭
１株当たり当期純利益 22円 39銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当社グループの主たる地域別、収益の分解と主たる製品及びサービスとの関連は次の通りであ
ります。

（単位：千円）
報告セグメント

小型エンジ
ンバルブ 舶用部品 歯車 PBW その他

（注）
計

地域別
日本
アジア
北米
欧州

10,094,226
14,562,932
5,067,316
843,288

3,183,618
-
-
-

2,781,488
-
-
-

1,262,455
-
-
-

874,566
-
-
-

18,196,355
14,562,932
5,067,316
843,288

合計 30,567,763 3,183,618 2,781,488 1,262,455 874,566 38,669,892
（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、可変動弁、バルブリフター、
工作機械製造販売、ロイヤルティー、農作物等を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「４．会計方針に関する事項 （５）「収
益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計
年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報
（１） 契約資産及び契約負債の残高等

当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動
も発生していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部分的に充
足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

（２） 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契
約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便益を適用し、記載を省略しておりま
す。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり
ません。
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個別注記表
継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価方法及び評価基準

子会社株式及び関連会社株式……… 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等…………………… 移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価方法及び評価基準
製品、原材料、仕掛品………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）
貯蔵品…………………………… 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却方法
有形固定資産……… 定率法
（リース資産を除く）ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年4月

１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
無形固定資産
（リース資産を除く）
ソフトウェア……… 自社利用のソフトウェアについては社内における利用見込可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

リース資産………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年
３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。
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４．引当金の計上基準
貸倒引当金………… 売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………… 従業員に対する賞与の支払いに充てるため、翌事業年度の支給見込額のうち、当事業
年度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金…… 役員に対する賞与の支払いに充てるため、当事業年度の業績等に基づき算定しており
ます。

退職給付引当金…… 従業員の退職給付の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）

による定額法により発生年度から費用処理することとしております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数（10年）による定額法により按分した額を翌事業年度から費用処理することと
しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連
結貸借対照表と異なります。

関係会社事業損失引当金……関係会社の事業損失に備えるために、債務保証額を含め関係会社に対する投融資額を
超えて当社が負担することになる損失見込額を計上しております。
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５．収益及び費用の計上基準
当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社は、乗用車・二輪車・トラック・バス・汎用製品等の小型エンジンバルブ、船舶用エンジンバル
ブ、自動車用電磁式連続カム位相可変機構、自動車・トラック・農業機械・建設機械・産業機械等の精密
鍛造歯車、オートマチックトランスミッション用部品の製造・販売を主な事業として行っております。こ
のような製品の販売については、顧客が製品の支配を獲得した時点（主に当該製品の引渡時点や船積日
等）で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。なお、国内の販売においては、出荷時
から顧客による検収時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
変動対価が含まれる取引については、過去の経験、最新の情報に基づく最頻値法を用いて見積り、認識

した収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含めております。
買戻し契約に該当する一部の有償支給取引については、金融取引として棚卸資産を引き続き認識すると

ともに、支給先に残存する支給品の期末棚卸高については金融負債を認識しております。
上記の他、工作機械の製造・販売におけるメンテナンス契約に伴う収益については、履行義務を充足す

るにつれて一定期間にわたり収益を認識しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね3ヶ月以内に回収
しており、重大な金融要素は含んでおりません。

６．ヘッジ会計の方法
原則として、繰延ヘッジ処理を採用しております。
特例処理の要件を満たしている金利スワップについて特例処理を採用しております。

７．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
これによる主な変更点としては、変動対価が含まれる取引については、販売時に仮価格で収益を認識し、

その後顧客との交渉状況に応じて金額の見直しを行っておりましたが、取引の対価の変動部分の額を見積
り、認識した収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含める方法に変更しており
ます。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の
期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当事業年度の売上高は1,800千円減少し、売上原価が3,558千円増加し、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ5,358千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は
313千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等
が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる計算書類への影響は
ありません。

会計上の見積りに関する注記
１．稼働中の固定資産に係る減損
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産及び無形固定資産（ソフトウェア） 11,327,851千円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当事業年度においては、新型コロナウイルス感染拡大の影響が長引いている他、世界的な半導体不足や
部品不足、また原材料価格の高騰等により収益性が低下したことにより、(1)に含まれるいくつかの資産グ
ループについて減損の兆候が認められ、減損損失の認識の判定を行っております。その結果、これらの資
産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がそれぞれの資産グループの固定資産の帳
簿価額を上回ったことから、これによる減損損失は認識しておりません。
将来キャッシュ・フローは、顧客からの受注情報を基本とした上で、市場における当社の実績に基づく

予測を加味して策定し、取締役会で承認された中期経営計画に基づいて算定しております。将来キャッシ
ュ・フローの算出に用いる重要な仮定は、中期経営計画に含まれる売上高、営業費用の見積り、中期経営
計画後の成長率です。
これらの仮定が変更された場合には、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 43,962,880千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
２．関係会社の金融機関からの借入債務に対し保証を行っております。
ニッタンインディアテック Pvt. Ltd. 35,586千円
株式会社Shune365 195,000千円

計 230,586千円
３．関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 1,392,511千円

長期金銭債権 137,700千円
短期金銭債務 94,645千円

損益計算書に関する注記
１．関係会社に対する売上高 1,791,690千円
２．関係会社よりの仕入高 1,184,367千円
３．関係会社との営業取引以外の取引高 2,959,380千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 165,332株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金繰入超過額 928,547千円
繰越欠損金 518,054千円
関係会社評価損 1,111,581千円
固定資産減損 310,432千円
棚卸資産評価 236,737千円
賞与引当金繰入超過額 105,530千円
そ の 他 128,338千円
繰延税金資産小計 3,339,222千円
繰越欠損金に係る
評価性引当額 △471,407千円

将来減算一時差異に係る
評価性引当額 △2,440,018千円

評価性引当額 △2,911,426千円
繰延税金資産合計 427,796千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,052,948千円
固定資産圧縮積立金 △67,210千円
繰延税金負債合計 △1,120,158千円

繰延税金資産（負債）の純額 △692,362千円

リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産の他、事務機器等の一部については所有権移転外ファイナンス・リース契約に

より使用しております。
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関連当事者との取引に関する注記
（１）子会社及び関連会社等 （単位 千円）

属性 会社等の名称
議決権の
所有割合
（％）

関連
当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
PT.フェデラルニッ
タンインダストリ
ーズ

所有
直接 60.0

原材料の
販売先
技術援助
役員の兼任

鋼材売却等
（注1） 572,182 未収入金 104,903

子会社 ニッタンタイラン
ドCo., Ltd.

所有
直接63.94

原材料の
販売先
技術援助
役員の兼任

鋼材売却等
（注1） 625,712 未収入金 132,419

子会社 日照日鍛汽門有限
公司

所有
直接 51.0

生産設備の
販売先
技術援助
役員の兼任

生産設備売
却

（注2）
418,806

売掛金 14,245
技術使用料
（注3） 78,215

子会社
ニッタンインディ
アテックPvt.Ltd.

所有
直接 99.98
間接 0.02

保証債務
技術援助
役員の兼務

保証債務
（注4） 35,586 ― ―

（注）取引条件
1．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しておりま
す。

2．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しておりま
す。

3．技術使用料は、知的財産情報開示の対価として市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の
上で決定しております。

4．ニッタンインディアテックPvt.Ltd.の銀行借入に対し、保証債務を行っております。
5．取引金額及び期末残高には、消費税を含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 676円 15銭
２．１株当たり当期純利益 39円 38銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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